
期　　　日

平成６年10月７日 森林交付税創設促進全国議員連盟設立総会　山形県温海町　加盟数：124

平成７年８月25日 第２回森林交付税創設促進全国議員連盟定期総会・新潟県新潟市　

平成８年11月 ・森林交付税創設促進のための要望行動（政府、各政党）※以下毎年要望。

・平成13年11月、森林交付税創設促進のための要望行動（政府、各政党、関係国会議員）

※以下毎年要望

平成８年８月５日 第３回森林交付税創設促進全国議員連盟定期総会・新潟県新潟市　

平成９年８月１日 第４回森林交付税創設促進全国議員連盟定期総会・北海道美瑛町　

平成10年７月22日 第５回森林交付税創設促進全国議員連盟定期総会・高知県高知市　

平成11年７月22日 第６回森林交付税創設促進全国議員連盟定期総会・東京都千代田区　

平成12年７月19日 第７回森林交付税創設促進全国議員連盟定期総会・福島県会津若松市　

平成13年７月４日 第８回森林交付税創設促進全国議員連盟定期総会・鳥取県三朝町　

平成14年７月12日 第９回森林交付税創設促進全国議員連盟定期総会・福岡県久留米市

平成15年７月11日 第10回森林交付税創設促進全国議員連盟定期総会・岐阜県高山市　加盟数：586

・発足以来、増加していた会員市町村議会数が、平成15年度には593となる。

平成16年６月

平成16年７月16日 第11回全国森林環境・水源税創設促進議員連盟定期総会・兵庫県三田市　加盟数：535

平成17年７月７日 第12回全国森林環境・水源税創設促進議員連盟定期総会・東京都昭島市　加盟数：330

事　　　　　　　　　　　　項

・新潟県山北町議会の提唱により、全国124市町村議会で森林交付税創設促進全国議員連
盟を結成。平成４年に結成された市町村の森林交付税創設促進連盟と歩調を合わせ、地方
交付税の現行基準内ではなく、別枠での創設を求めた。

・両連盟が地方交付税と別枠の「森林交付税」創設を要望したのを受け、平成７年度から
森林面積の多い全国の市町村へ地方交付税交付金を多く配分する「森林地域優遇策」が講
じられた。

・国の危機的な財政状況から、公共事業や地方交付税の削減が行われる中、新たな交付税
の創設は極めて至難となったため、市町村促進連盟と協議のもと、第10回定期総会におい
て「全国森林環境・水源税」を提唱し、連盟の名称も「全国森林環境・水源税創設促進議
員連盟」に改称した。

森林の有する公益的機能に着目し、水（上水道、工業用水及び水力発電）や二酸化炭素排
出源（化石燃料等）等を課税客体とし、全国民が負担する国税（間接税）による新たな財
源を創設し、森林、山村地域の維持発展を担う市町村財政に寄与するための制度の実現を
図ることとした。

・平成15年7月以降、市町村促進連盟と連携のもと、国会議員等への協力要請活動を行
い、約270名の賛同を得るとともに、国会議員連盟発足に向けて国会議員の中から各ブ
ロック代表世話人（９名）を選出し、代表世話人会を発足。

・代表世話人会の第１回会合を開催し、代表に保利耕輔衆議院議員（佐賀３区）、事務局
長に景山俊太郎参議院議員（島根）が就任することを決定した。

■全国森林環境税創設促進議員連盟の活動とあゆみ

・第11回定期総会において、平成の「市町村大合併」が大詰めを迎える中、合併後も引き
続き継続して加入することをお願い、申し合わせ。
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期　　　日 事　　　　　　　　　　　　項

平成17年12月

平成18年５月

平成18年７月 ・第1回検討委員会開催。今後の課題等について協議。

平成18年７月13日 第13回全国森林環境税創設促進議員連盟定期総会・新潟県新潟市　加盟数：３０１

平成18年11月21日

平成19年３月 ・全国159市町村議会から意見書が提出された。（本連盟会員121議会）

平成19年７月13日 第14回全国森林環境税創設促進議員連盟定期総会・高知県県高知市　加盟数：300

平成19年９月

事務局長：森山　裕（衆議院・鹿児島５区）　山本　有二（衆議院・高知３区）

平成20年７月10日 第15回全国森林環境税創設促進議員連盟定期総会・埼玉県秩父市　加盟数：305

平成21年７月９日 第16回全国森林環境税創設促進議員連盟定期総会・長野県松本市　加盟数：290

平成22年７月15日 第17回全国森林環境税創設促進議員連盟定期総会・和歌山県田辺市　加盟数：296

平成22年12月22日

平成23年７月14日 第18回全国森林環境税創設促進議員連盟定期総会・鳥取県三朝市　加盟数：307

平成23年12月10日

平成24年５月15日

平成24年７月12日 第19回全国森林環境税創設促進議員連盟定期総会・北海道美瑛町　加盟数：314

平成24年７月24日

平成24年８月１日 ・森林・林業・林産業活性化推進議員連盟総会で要望活動

平成24年８月３日 ・自由民主党農政推進協議会で要望活動

平成24年８月３日

平成24年11月９日 ・森林・林業・林産業活性化推進議員連盟総会で要望活動

平成24年11月14日 ・衆参両院国会議員に対する要望活動

・８月、第２回検討委員会開催。昭和60年、61年の２カ年議論されて実現しなかった「水
源税、森林・河川緊急整備税」との誤解を生まないためにも、「全国森林環境・水源税」
から「水源」を削除して「全国森林環境税」の名称で新税の創設を目指すとの結論に達す
る。

・市町村促進連盟と今後の活動方針について協議。衆議院選挙後のため、再度、国会議員
へ賛同を求めていくことを確認。

・地球温暖化対策に関する「地方財源を確保・充実する仕組み」の構築を求める意見書の
採択状況について照会（585市区町村議会で採択）

・政府は臨時閣議において「地球温暖化対策のための税」の導入など盛り込んだ「平成24
年度税制改正大綱」を決定

・全国森林環境税創設促進連盟特別総会に議員連盟会長及び副会長出席し、全国森林環境
税の創設に関する決議を促進連盟、議員連盟の連名で採択

・当面の措置として、地球温暖化対策に関する「地方財源を確保・充実する仕組み」の構
築を求める意見書の採択について、全国1,742市町村（特別区含）に対して依頼活動

・「砂防会館」において臨時総会を開催（149名出席）本連盟の名称を「全国森林環境税
創設促進議員連盟」と改称するとともに、会員議会から地方自治法第99条の規定に基づき
全国森林環境税の創設を求める意見書を提出することとした。

・国会議員連盟発足のための代表世話人代表：保利　耕輔（衆議院・佐賀３区）中川　義
雄（参議院・北海道16区）野呂田芳成（衆議院・秋田２区）　稲葉　大和（衆議院・新潟
３区）野田　聖子（衆議院・岐阜１区）　二階　俊博（衆議院・和歌山３区）

・政府は臨時閣議において「地球温暖化対策のための税」の導入など盛り込んだ「平成23
年度税制改正大綱」を決定。しかし、関係法案の国会提出は見送りとなった。

・市町村促進連盟総会で、新税について具体的な検討を行うための「全国森林環境・水源
税創設検討委員会」の設置が了承され、同検討委員会に当連盟から板垣会長が就任。
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期　　　日 事　　　　　　　　　　　　項

平成24年11月21日 ・自由民主党農林部会で要望活動

平成25年１月15日

平成25年１月24日

平成25年５月28日

平成25年７月12日

平成25年８月６日

平成25年10月２日

平成25年11月６日 ・衆参両院国会議員に対する要望活動

平成25年11月12日 ・自由民主党農林部会で要望活動

平成25年11月27日

平成25年12月12日

平成26年5月27日

平成26年7月17日

平成26年10月30日

平成26年11月11日

平成26年12月30日

平成27年5月26日

平成27年7月16日

平成27年11月12日

平成27年11月13日

平成27年12月16日

・自由民主党の農林部会に出席し、促進連盟、議員連盟両会長が発言をおこなった

・衆参両院国会議員に対する要望活動

・第22回全国森林環境税創設促進議員連盟定期総会・新潟県村上市　加盟数：334

・衆参両院全国会議員に対する要請活動

・全国森林環境税創設促進連盟定期総会に議員連盟会長及び副会長が出席し、「全国森林
環境税の創設に関する意見」を促進連盟、議員連盟の連名で採択し、終了後、国会議員等
への要請活動をおこなった

・第21回全国森林環境税創設促進議員連盟定期総会・大分県日田市　加盟数：327

・全国森林環境税創設促進連盟との合同正副会長会議を開催し、自由民主党税制調査会委
員、自由民主党三役に対して要望活動

・自由民主党及び公明党の『平成２５年度税制改正大綱』において、「消費税法等改正第
７条に基づき、早急に総合的な検討を行う」とされた

・全国森林環境税創設促進連盟設立20周年記念大会に議員連盟会長及び副会長出席し、全
国森林環境税の創設に関する決議を促進連盟、議員連盟の連名で採択

・「森林吸収源対策及び地球温暖化対策に関する地方の財源確保のための意見書採択」に
関する陳情について、全国1,742市町村（特別区含）に対して依頼活動

・第20回全国森林環境税創設促進議員連盟記念大会・福島県南会津町　加盟数：322

・「森林吸収源対策及び地球温暖化対策に関する地方の財源確保のための意見書採択」に
関する陳情についての採択状況照会（640市町村議会で採択）

・『地球温暖化対策に関する地方の財源確保』の実現のため、全国森林環境税創設促進連
盟・議員連盟両会長による要請活動

・自由民主党及び公明党の『平成２６年度税制改正大綱』において、「税制抜本改革法第
７条の規定に基づき、森林吸収源対策及び地方の地球温暖化対策に関する財源の確保につ
いて、財政面での対応、森林整備等に要する費用を国民全体で負担する措置等、新たな仕
組みについて専門の検討チームを設置し早急に総合的に検討を行う」とされた

・自由民主党・公明党の『平成28年度税制改正大綱』において、「2020年度及び2020年以
降の温室効果ガス削減目標の達成に向けて、森林吸収源対策及び地方の地球温暖化対策に
関する安定的な財源の確保についての新たな仕組みとして以下の措置を講ずる」とされ、
次のとおり明記された。　　平成２８年度税制改正大綱（抜粋）

・自由民主党・公明党の『平成27年度税制改正大綱』において、「森林吸収源対策及び地
方の地球温暖化対策に関する財源の確保について、財政面での対応、森林整備等に要する
費用を国民全体で負担する措置等、新たな仕組みの導入に関し、森林整備等に要する費用
を国民全体で負担する措置等、新たな仕組みの導入に関し、森林整備等に係る受益と負担
の関係に配意しつつ、ＣＯＰ２１に向けた2020年以降の温室効果ガス削減目標の設定まで
に具体的な姿について結論を得る。」とされた

・全国森林環境税創設促進連盟定期総会に議員連盟会長及び副会長が出席し、「全国森林
環境税創設に関する決議」を促進連盟、議員連盟の連名で採択し、終了後、国会議員等へ
の要請活動をおこなった

・自由民主党農林部会に出席し、促進連盟辻会長、議員連盟牧田会長代行が発言をおこ
なった
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期　　　日 事　　　　　　　　　　　　項

平成28年5月24日

平成28年7月21日

平成28年11月2日

平成28年11月8日

平成28年12月8日

平成29年5月23日

平成29年7月20日

平成29年8月7日

平成29年10月6日

平成29年11月9日

平成29年11月30日

平成29年12月14日

平成30年5月22日

平成30年7月19日

・自由民主党・公明党の『平成30年度税制改正大綱』において「パリ協定の枠組みの下に
おけるわが国の温室効果ガス排出削減目標の達成や災害防止を図るための地方財源を安定
的に確保する観点から、次期通常国会における森林関連法令の見直しを踏まえ、平成31年
度税制改正において、森林環境税（仮称）及び森林環境譲与税（仮称）を創設する。」と
され、次のとおり明記された。　　平成３０年度税制改正大綱（抜粋）

・全国森林環境税創設促進連盟定期総会に議員連盟板垣会長が出席し、「森林環境税（仮
称）等関連法案の成立に関する要望」を促進連盟、議員連盟の連名で採択し、終了後関係
国会議員へ要請活動をおこなった

第25回全国森林環境税創設促進議員連盟定期総会・埼玉県秩父市　加盟数：355

・自由民主党農林部会等会議における税制改正要望の聴取に促進連盟、議員連盟両会長が
出席して発言をおこなった

・自由民主党農林部会等会議における税制改正要望の聴取に促進連盟、議員連盟両会長が
出席して発言をおこなった

・「全国森林環境税の創設に関する意見書採択」に関する陳情を全国1,741市区町村議会
に対して依頼

・「全国森林環境税の創設に関する意見書採択」に関する陳情の採択状況照会(615市町村
議会で採択)

・自由民主党・公明党の『平成29年度税制改正大綱』において「2020年度及び2020年以降
の温室効果ガス削減目標の達成に向けて、森林吸収源対策及び地方の地球温暖化対策に関
する安定的な財源の確保について、以下の措置を講ずる。」とされ、次のとおり明記され
た　　平成２９年度税制改正大綱（抜粋）

・全国森林環境税創設促進連盟定期総会に議員連盟会長及び副会長が出席し、「全国森林
環境税の創設に関する意見」を促進連盟、議員連盟の連名で採択し、終了後、国会議員等
への要請活動をおこなった

・第23回全国森林環境税創設促進議員連盟定期総会・岐阜県高山市　加盟数：334

・自由民主党農林部会等合同会議における税制改正要望の聴取に促進連盟、議員連盟両会
長が出席して発言をおこなった

・衆参両院全国会議員に対する要請活動

・全国森林環境税創設促進連盟総決起大会に議員連盟会長及び副会長が出席し、「全国森
林環境税の創設に関する決議」を促進連盟、議員連盟の連名で採択し、終了後、国会議員
等への要請活動をおこなった

・全国森林環境税創設総決起大会(第24回定期総会)・高知県高知市　加盟数：355
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